
平成28年度農薬の
環境影響調査（概要）

平成２９年 7月 1２日

環境省農薬環境管理室
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資料９



１ 毒性調査
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１．１ 毒性調査の概要

•アキアカネ（28年度）及びアオモンイトトンボ
（27年度）のヤゴを使用
•孵化後一定時間（48h:アキアカネ、24h:アオモンイトト
ンボ）以内のヤゴを使用

•アオモンイトトンボは累代飼育個体、アキアカネは野外
で採取した個体から産まれたヤゴを使用

•遊泳阻害試験
•尾への刺激（１０回）を受けても脚の関節を動かさない
状態を遊泳阻害とした

•各濃度区の遊泳阻害率から半数影響濃度（EC50）
を算出
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アキアカネによる農薬の毒性調査結果
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アオモンイトトンボによる農薬の毒性調査結果
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トンボの毒性値と水産基準値等との比較
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１．２ 毒性調査の結果及び考察

•トンボのヤゴを対象とした標準的な試験法は未確立であるものの、ア
キアカネ、アオモンイトトンボともに、コントロール群での非影響個
体率は、93～100%のため、本調査で実施した試験方法は妥当と考え
られる。

•アキアカネ及びアオモンイトトンボのヤゴの半数影響濃度を算出した
結果、ネオニコチノイド系に比べ、ピレスロイド系、フェニルピラ
ゾール系、有機リン系で高い感受性を示した。

•水生昆虫であるアキアカネ及びアオモンイトトンボのヤゴとユスリカ
幼虫で農薬による急性影響を比べた場合、ネオニコチノイド系等の農
薬について、ユスリカ幼虫の方の感受性が高い傾向にあり、試験方法
も確立していることから、水生昆虫への急性影響を評価するには、ユ
スリカ幼虫がより適していると考えられる。

•今回の実態調査の対象農薬について、半数影響濃度は、本調査の実態
調査から得られた水中濃度の実測値の最大値と比べると概ね100倍以
上高かった。このため、今回の実態調査地点におけるアキアカネ及び
アオモンイトトンボに対する水を介した急性影響を生じる可能性は低
いと考えられる。 7



２ 実態調査
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実態調査の概要

•全国１３地点の水田周辺の、ため池及び水路

•水中及び底質中のネオニコチノイド系農薬等（※）の濃
度を測定
• ※ ネオニコチノイド系殺虫剤７剤（アセタミプリド、イミダクロプリド、クロチアニジン、
ジノテフラン、チアクロプリド、チアメトキサム及びニテンピラム）並びにフィプロニル
（分解物含む）、フェニトロチオン（MEP）、BPMC、ベンフラカルブ、エトフェンプロッ
クス、シラフルオフェン、カルタップ及びクロラントラニリプロール

•トンボ、ヤゴの生息種数・個体数を調査

•周辺環境の調査・数値化

•トンボ個体数等を農薬濃度の関数として表し、農薬濃度
の増減がトンボ個体数等に与える影響が、統計的に有意
かどうかを判定（解析には、GLMM（一般化線形混合モデル）を用いた。）
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実態調査の様子
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（参考）平成27年度調査地点(7地点)
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白：平成２７年度より継続
緑：平成２８年度に追加
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平成28年度調査地点（13地点）
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平成28年度実態調査結果 (1/4)

水中農薬濃度[μg/L]

底質中農薬濃度[μg/kg]

トンボ個体数（成虫（赤）、ヤゴ（緑））

14

観測データ①
（トンボ生息状況、残留農薬濃度）



北海道B

北海道A

兵庫B

兵庫A

福井B

福井A

奈良B

奈良A

石川B

石川A

茨城県央B

茨城県央A

鹿児島B

鹿児島A

佐賀B

佐賀A

広島B

広島A

宮城B

宮城A

栃木県北・有機

栃木県北・慣行

茨城県南・有機

茨城県南・慣行

住宅地等
水域・農薬有（水田）

陸域・農薬無（水無し休耕地、草地）

陸域・農薬有（畑地、果樹園、公園）

森林
水域・農薬無（河川、湿地等）

＜凡例＞

観測データ②
（周辺の土地利用状況）

・全調査地点について、半径
500mの範囲の土地利用状況
を記録し面積割合として数値
化した。

・土地利用状況の分類に当
たっては、水面の有無、農薬
使用の可能性の有無に応じて
分類した。

＜兵庫Ａの例＞

平成28年度実態調査結果 (2/4)
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水域・農薬有
水域・農薬無

住宅地等
森林

陸域・農薬無
陸域・農薬有

データ解析①
（＋周辺の土地利用状況を考慮）

【方法】周辺土地利用状況を解析に加えることで、モデルの予測力の改善を図った。

・目的変数：ヤゴ個体数
・説明変数：底質中(S)・水中(W)残留農薬濃度、周辺土地利用状況

【結果】４剤及び２変数（陸域・農薬無及び水域・農薬有）で有意な負の影響を検出したが、
有意に正の影響をする農薬が多数、底質濃度と水質濃度でヤゴ個体数への影響の正負が
逆転する農薬も存在。

⇒ 結果に一貫した傾向が見られず、解釈も困難。

*

*
*
*
*

*

*

*

*
*
*

*

*

正の影響
（濃度上昇により個体数増加）

負の影響
（濃度上昇により個体数減少）

平成28年度実態調査結果 (3/4)
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水域・農薬有
水域・農薬無
住宅地等
森林

陸域・農薬無
陸域・農薬有

データ解析②
（周辺の土地利用状況を考慮

＋農薬系統をまとめて評価）

【方法】説明変数を減少させることにより、有意でない変数を誤って有意と推定することを回避すると
ともに、農薬系統ごとの傾向を検出することを試みた。

・目的変数：ヤゴ個体数
・説明変数：農薬系統ごとの底質中(S)・水中(W)残留農薬濃度、周辺土地利用状況

【結果】全農薬系統及び２変数（陸域・農薬無及び水域・農薬有）で有意な影響を検出したが、
有意に正の影響をする農薬系統も存在、農薬系統によってはトンボ総個体数・成虫数の場合と
ヤゴ個体数の場合で影響の向きが逆転。 ⇒結果に一貫した傾向が見られず、解釈も困難。

*

*

*

*

*

*

*

*

水域・農薬有

水域・農薬無

住宅地等

森林

陸域・農薬無

陸域・農薬有

（注１）農薬系統のまとめ方
各剤の各地点における残留濃度

を、各剤の生態系への影響の大きさ
を表す毒性指標値(HC5)で除し、系
統内の全剤について足し合わせた。
この結果、地点ごと底質・水質別に
当該農薬系統による影響の大きさの
指標RQが求められる。

（注２）系統名
Pyr：ピレスロイド系
Neo：ネオニコチノイド系
Fip：フィプロニル及びその分解物
Dia：ジアミド系
Car：カーバメート系

正の影響
（濃度上昇により個体数増加）

負の影響
（濃度上昇により個体数減少）

平成28年度実態調査結果 (4/4)
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３．結論
 実態調査においては、調査地点数の増加、環境変数をモデルに組み入れる
ことにより、モデルの予測力を向上させ、農薬濃度がトンボの生息状況に
与える影響の検出を試みたが、環境中農薬濃度とトンボ生息状況の間に、
一貫した傾向は見られず（※）、トンボの生息状況に特に大きな影響を及
ぼす薬剤の系統は明確ではないという結果になった。

※ 水中濃度と底質濃度で影響の正負が異なる。
トンボ成虫とヤゴで個体数への影響の正負が異なる。 など

 また、毒性試験の結果から得られたトンボのヤゴの半数影響濃度と比較し
て実態調査により検出された農薬濃度の最大値は概ね100倍以上低いた
め、従来の暴露評価に基づけば、ネオニコチノイド系農薬等の使用がトン
ボの生息に深刻な影響を及ぼしていることは確認されなかった。ただし、
ヤゴの期間が長く、長期の暴露によって羽化率等に影響が出る可能性は否
定できない。

 ネオニコチノイド系・フィプロニル等標準的な試験生物と比べて昆虫類へ
の影響が比較的大きいことが既存の知見から判明している系統の剤につい
ては、引き続き水産登録保留基準の設定の際に、ユスリカ幼虫を用いた評
価を行うことにより、結果的にトンボも含めた水域生態系へのリスクを低
くすることができると期待される。 18



(参考) GLMM（一般化線形混合モデル）によるデータ解析手順

１．地点Ａのヤゴ個体数を、A地点の農薬濃度で表す。

ヤゴ個体数𝐴 ＝exp( 𝛽0＋ 𝛽1𝑊 ×農薬１の水中濃度𝐴＋ 𝛽1𝑆 ×農薬１の底質中濃度𝐴 ・・・

＋ γ1 ×環境変数1の値𝐴＋ γ2 ×環境変数2の値𝐴 ・・・

＋ ランダム変数𝐴）

（注）

○各地点のヤゴ個体数は、各地点における単位時間当たりの出現確率を反映している（ Poisson分布に従う）と仮定。

○（）内が負になってもヤゴ個体数が正の値になるよう、exp(・) を使用。

○𝛽1：農薬１の影響を表す。（符号がマイナスならば農薬１濃度が大きい地点ほどヤゴ個体数が少ないことになる。）

○ランダム変数𝐴：地点、調査時期による差を表す変数。

２．地点の数だけ方程式を作る。

３．観測データを最も「よく」再現する𝜷𝟏𝒘, 𝜷𝟏𝑺, 𝜷𝟐𝑾…γ1, γ2…の組

を推定する（最尤法）。

𝛽1𝑤の符号が負ならば、農薬1の水中濃度が大きいとヤゴ個体数が減る傾向。

符号が正ならば、農薬濃度が上昇するとトンボ数が増える傾向。


